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  １ 奨学金事業に関する法令 

 日本国憲法、教育基本法及び独立行政法人日本学生支援機構法 

日本国憲法 第26条（第1項）                             

 すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する。 

 

教育基本法 第４条 

 すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた教育を受ける機会を与えられなければならず、人種、信条、性 

別、社会的身分、経済的地位又は門地によって、教育上差別されない。 

 2.国及び地方公共団体は、障害のある者が、その障害の状態に応じ、十分な教育を受けられるよう、教育上 

必要な支援を講じなければならない。 

 3.国及び地方公共団体は、能力があるにもかかわらず、経済的理由によって修学が困難な者に対して、奨学 

の措置を講じなければならない。 

 

独立行政法人日本学生支援機構法 第３条 

 独立行政法人日本学生支援機構は、教育の機会均等に寄与するために学資の貸与その他学生等の修学の援助
を行い、大学等が学生等に対して行う修学、進路選択その他の事項に関する相談及び指導について支援を行う
とともに、留学生交流の推進を図るための事業を行うことにより、我が国の大学等において学ぶ学生等に対す
る適切な修学の環境を整備し、もって次代の社会を担う豊かな人間性を備えた創造的な人材の育成に資すると

ともに、国際相互理解の増進に寄与することを目的とする。                                    
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 ２ 奨学金の概要 

平成２７年度における日本学生支援機構の奨学金は以下のとおり。 

 
所得連動返還型

大学、短大、高等専門学校、
大学院、専修学校専門課程

左のうち
大学院を除く学種

学生が選択（高い月額、低い月額）

※私大・自宅外通学の場合
高い月額：６４,０００円、低い月額：３０,０００円

①高校成績が３.５以上（1年生)   又は

②大学成績が学部内において上位1/3以内
　(2年生以上）

　　又は

854万円以下 300万円以下

※私大・自宅通学・4人世帯で主たる家計支持者が
給与所得者の場合の目安

卒業後20年以内での月賦による均等返還
減額返還、返還期限猶予制度あり

(平成27年9月貸与終了者）

利率固定方式 利率見直し方式（5年毎）

0.63% 0.10%

死亡・心身障害による免除 死亡・心身障害による免除

特に優れた業績による免除（大学院のみ）

死亡・心身障害による免除

※私大・自宅通学・4人世帯で主たる家計支持者が給与所得者の場合の
目安

卒業後20年以内での月賦による元利均等返還
減額返還、返還期限猶予制度あり

上限金利３％（在学中は無利息）

利率固定方式と利率見直し方式の選択制（平成１９年度～）

第二種奨学金（有利子）

大学、短大、高等専門学校（4・5年生）、大学院、
専修学校専門課程

学生が選択

①平均以上の成績の学生　　又は

②特定の分野において特に優秀な能力を有すると認められる学生

※大学の場合、３、５、８、１０、１２万円から選択

貸与基準
（大学）

返還方法

貸与月額

学力

家計

③勉学意欲のある学生

1,170万円以下

 同左
 ただし、卒業後、一定額の
 収入（年収300万円）を得る
 までの間は返還期限を猶予

返還免除

返還利率

対象学種

第一種奨学金（無利子）　　
区　　分

同左

同左

－ －

※ 平成24年度から、第一種奨学金（無利子）に「所得連動返還型無利子奨学金」制度が創設された。 
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 ３ー１ 貸与月額と貸与期間（第一種） 
 
第一種奨学金の貸与月額は、学種・設置者・入学年度等によって異なる。 

 

 

          

      

 

 

 

大　　　　　　学

短　期　大　学

1～3年次

4・5年次

専修学校専門課程

修士課程

専門職大学院

博士課程

30,000

高 21,000 22,500 32,000 35,000 10,000

通信教育　夏季・冬

季スクーリング
（大学・専修学校専門課程）

一面接授業期間

専 45,000 51,000 53,000

53,000

60,000 4月

53,000 60,000

60,000

51,000

51,000

事由発生の年

度末3月。ただ

し、貸与を受け

る年度の末に

おいてもなお第

一種奨学金を

必要とし願い出

た場合は、翌年

度末とし、修業

年限を限度とし

て延長できる。

大

学

院

88,000

45,000 51,000

国公立 私　　立 貸　与　始　期 貸　与　終　期自宅
自宅外 緊急

入学月を限

度に家計急

変事由の発

生月以降で

奨学生が希

望する月

卒業・修了

予定年月ま

で

貸与月額（単位：円）

自宅外 予約 在学自宅 予約・在学

貸　　与　　期　　間

122,000

緊急

区　　分

自宅外 自宅

64,000 30,000

30,000

88,000

54,000

45,000

45,000 30,000

50,000

80,000

4月

4月

※ 「自宅自宅外」月額は、国公私立別及び通学別に関わらず選択することができる。 

※ 平成２６年度より海外留学のための第一種奨学金制度を創設した。 
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 ３－２ 貸与月額と貸与期間（第二種） 

第二種奨学金は、奨学生が希望する貸与月額を選択する。 

 

          

      

 

 

 卒業・修了
予定年月まで

予約・在学・応急在学 応急

4月

4月～9
月の間
で奨学
生が希
望する
月

入学月を限度
に家計急変事
由の発生月以
降で奨学生が
希望する月

4月

貸与月額

貸　　与　　期　　間
貸　与　始　期 貸与終期

予約

大学院

高等専門学校（4・
5年生）・大学・短
期大学・専修学校
専門課程

5万円・8万円・10万円・13万円・
15万円から奨学生が希望する
額を選択

3万円・5万円・8万円・10万円・
12万円から奨学生が希望する
額を選択

区　　分

上記貸与月額の他に、私立大学の医学・歯学を履修する課程に在学する者については16万円を、薬学・
獣医学を履修する課程に在学する者については14万円を、法科大学院の法学を履修する課程に在学する
者については19万円又は22万円の貸与月額を選択することができる。 

入学年次に本人の希望により入学時特別増額貸与奨学金(１０万円・２０万円・３０万円・４０万円・５０万円
から奨学生が希望する額を選択）を受けることができる。 

海外留学にも貸与している。 
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（１）予算額 （単位：億円）

　事  業  費  合  計 (Ａ+Ｂ) 11,745 11,139 △606

　事  業  費  総  額 (Ａ) 3,068 3,173 105

政 府 貸 付 金 744 793 49

返 還 金 等 2,323 2,380 56

　事  業  費  総  額 (Ｂ) 8,677 7,966 △711

財 政 融 資 資 金 8,596 7,797 △799

財 投 機 関 債 1,800 1,200 △ 600

借 入 金 償 還 等 △ 1,719 △ 1,031 688

（ 返 還 金 ） （4,420） （4,796） （375）

 〔 利 子 補 給 金 〕 〔 123 〕 〔 90 〕 〔 △ 33 〕

※合計及び増減は、四捨五入の関係で一致しない場合がある。

平成27年度 比較増△減

（
無

利

息

）

第

一

種

奨

学

金

財
源

（
利

息

付

）

第

二

種

奨

学

金

財
源

区　　　　　　分 平成26年度

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）予算人員 (単位：万人）

区　　　分 平成26年度 平成27年度 比較増△減

合計 140.9 134.5 △6.4

第一種奨学金 45.2 46.7 1.6

第二種奨学金 95.7 87.7 △8.0

※合計及び増減は、四捨五入の関係で一致しない場合がある。

４ 奨学金事業予算 
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※１ 上記は当初予算である。 

※２ 平成11年度は第二種の抜本的拡充を実施。平成16年度は機構発足。 
※３ 上記は、高等学校分を含まない。 

 ５ 奨学金事業費の推移 

学生数に対する貸与率(26年度）

　学　種 　貸与率（％）

　大学 38.7

　大学院 36.4

　高等専門学校 10.0

　専修学校
　専門課程

40.2

計 38.4

（注）貸与率は26年度貸与実績／26年度学生数（実員）

650 

1 ,660 1 ,953 
2 ,446 2 ,952 

3 ,405 
4 ,316 

4 ,879 
5 ,278 

5 ,727 
6 ,512 

6 ,973 
7 ,506 

8 ,185 
8 ,496 

9 ,070 8 ,677 
7 ,966 

1 ,760 1 ,862 1 ,926 2 ,005 1 ,929 2 ,095 2 ,210 2 ,337 2 ,427 2 ,483 2 ,498 2 ,502 2 ,549 2 ,597 2 ,767 2 ,912 3 ,068 3 ,173 

376

523
561

625
670

739

838
907

964
1 ,016

1 ,092
1 ,149 1 ,183

1 ,272
1 ,339

1 ,443
1 ,409 

1 ,345 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

（千人）（億円）

第二種奨学金

第一種奨学金

貸与人員
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⑪
奨学生証・奨学生のしおり
返還誓約書・保証依頼書
⑫

返還誓約書等の提出
①

申込み
②
奨学金案内、確認書、
スカラネット入力下書き用紙
③
確認書、
収入に関する証明書等の提出
④

ユーザID・パスワード
本人
　　　　⑤スカラネット入力下書き用紙の記入

　　　　　　⑥インターネットによる申込

⑬奨学金振込み

⑨審査

※採用後、返還誓約書及び保証依頼書（兼保証委託
　 契約書）を交付、本人から提出。
※「確認書」とは「確認書兼個人信用情報の取扱いに
 　関する同意書」。以下同じ。
※「返還誓約書」とは「返還誓約書兼個人信用情報の 日本学生支援機構
　 取扱いに関する同意書」。以下同じ。

⑭
奨
学
金

の
引
き
出

し

　
　
　
　
　
⑧
選
考
・
推
薦

⑩
採
用
決
定

学校

　

⑦
申
込
デ
ー

タ
の
ダ
ウ
ン

ロ
ー

ド

金融機関

 ６ 奨学金申込の流れ 
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 ７－１ 機関保証制度について １ 

 機構の奨学金の貸与を受けるためには連帯保証人が必要。                         
平成１５年度までは「人的保証」（自然人による連帯保証及び保証）のみであったが、平成１６年度の機構設立に
際して「機関保証制度」を新たに創設。                                     
このことにより、連帯保証人等に適任者を得ることができなくても奨学金の貸与を受けることが可能となった（本
人の奨学生としての自覚がより強く求められる）。                                            
機構においても、奨学生本人が返還できなくなった場合に債権を保全。                    
学位取得を目的とした海外留学のための奨学金の貸与については、人的保証と機関保証の二つの保証が必要。 

 

 機関保証実施機関は、公益財団法人日本国際教育支援協会（以下「協会」）。 

 毎月の奨学金の貸与額から保証料月額を 差し引いて奨学生の口座に振込み。 

  差し引かれた保証料は日本学生支援機構 から協会に送金。 
（これ以外に、奨学生が直接協会に毎月保証料月額を支払う方法もあり。）  

 保証の範囲は、元金、利息及び延滞金。 

 保証料の水準は、年率０．７％未満。 

    （当面、年率０．６９３％。貸与月額４万５,０００円（無利子で４８ヶ月貸与の場合）では保証料月額１,７８２円） 

 代位弁済後は、協会において返還免除・猶予の制度がある。     

 国の関与 

   保証料率などの基本事項については、文部科学大臣の認可事項である日本学生支援機構の業務方法書に規定すること
で、国が適切に監督する。 
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 ７－２ 機関保証制度について ２ 

 

  

 

 

 

 

 

機関保証選択者の割合（※） 

  17年度    17.3％ 

  18年度    28.9％ 

  19年度    35.1％ 

  20年度    37.8％ 

  21年度    39.5％ 

  22年度    45.6％ 

  23年度    46.4％ 

  24年度    46.7％ 

  25年度    48.0％ 

  26年度    46.3％ 
 
 （※）各年度の新規採用奨学生のうち、 
    機関保証を選択した者の割合 

①学生が支援機構に奨学金を申し込む。 

同時に「公益財団法人日本国際教育支援協会」（以下「保証機関」という）に対して保証委託の申し込みを行う。 

  

②保証機関が債務の保証をし、支援機構が奨学生として採用決定する。 

     ・奨学生  ⇔ 支援機構 ：「奨学金貸与契約」 

     ・奨学生  ⇔ 保証機関 ：「保証委託契約」 

     ・支援機構⇔ 保証機関 ：「保証契約」 

     （制度立上時に「包括保証契約」を締結） 

  

③支援機構は、奨学生に奨学金（保証料を差し引いた額）を貸与する。 

   奨学金から差し引いた保証料は、支援機構が奨学生に代わり、保証機関に送金する。 

  

④貸与終了後、奨学生は支援機構に対して奨学金を返還する。 

奨学金貸与契約 

保証契約 保証委託契約 
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 ８ 推薦依頼から採用までの流れ（在学採用） 

４月 （機構）

（学校）

　（学校）　「奨学金案内」等を学生に配布

　（学生）　確認書・スカラネット入力用紙・各種証明書類を学校へ提出

　　　・所得に関する証明書

　　　　　 源泉徴収票、確定申告書の写（受付印のあるもの）

　　　・確認書

　　　　　 本人が未成年者の場合、親権者（または後見人）の署名・押印

４月上旬 　（学校）　学生にインターネット入力に必要となるパスワードを提示

　　～

　　６月下旬 （学生）

（学校）

（学校）

　（学校）　人物・健康・学力・家計の基準に基づき推薦者を選考

（学校）

　（学校）　確認書等は学校留置き

（機構）

４月中旬 　（機構）　奨学生採用決定通知、奨学生証、返還誓約書等を学校へ送付

　　～７月上旬

各学校へ割当数（内示数）を提示し、推薦を依頼

選考ソフトの運用

推薦者データのアップロード（機構へ）

奨学生採用決定

申込データ及び選考ソフトのダウンロード（機構から）

インターネットによる申込（機構へ）

在学生に対し申込み説明会を実施
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 採 用 決 定

「奨学生証」・「返還誓約書」・
「奨学生のしおり」等の受取り

奨 学 金 交 付
（原則毎月１回口座振 込）

「貸与額通知書」の受取り
「奨学金継続願」の提出

廃 止

適 格 認 定 （ 毎 年 ）
停 止

「貸与奨学金返還確認票」の受取り
リレー口座申込書コピー等の提出

貸 与 終 了
（卒業・辞退・退学・廃止等）

未提出

不適格

貸 与 継 続
復活

廃 止

２６年度採用者（１年次）

４１５，５０１人

「 返 還 誓 約 書 」 の 提 出
（「保証依頼書」の提出）

未提出

 奨学生の補導 

 ・ 「適格認定」を実施し、奨学生の実情に即応した適切な措置を講じている。 

 ・ 奨学金の継続貸与を希望する奨学生（最上級学年の者を除く）は、毎年１回、経済
状況・学生生活状況・学修状況について「奨学金継続願」をインターネットを通じて
機構へ提出する。 

 ・ 学校長は機構が提供する電子的データに基づき、「奨学金継続願」を提出した奨学
生について修学状況と人物・健康・経済状況を総合的に判断して、継続貸与又は
激励、警告、停止、廃止の措置を認定し機構にインターネットを通じて報告する。 

 ・ 学校長の報告に基づき、機構は奨学生の処置を決定する。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 奨学生の異動 

 ・ 奨学生の身分に変動（退学・休学等）が生じた場合、奨学生は学校を通じて、異
動願（届）を機構へ提出し、奨学金の貸与終了、休止の手続をとらなければなら
ない。 

 ・ 貸与中の奨学金が不要となった場合は、学校を通じて奨学金の辞退を申し出た
うえで貸与終了とすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 貸与終了時 

・ 貸与奨学金返還確認票 

   貸与月額変更等により当初の貸与予定総額が変更となる場合があるため、貸与
総額を改めて確認。 

・ リレー口座加入申込書（預・貯金者控）のコピーの提出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２６年度  適格認定対象者       ９３９，９３７人 

                廃止          １４，１８９人 

                停止           ９，５５８人 

       

 

 ９ 採用から貸与終了までの概要  
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①請求書等の督促文書が返戻となった者に対する役場への住所調査を実施。 

②請求書送付時にサービサーを活用した電話による督促。（本人、連帯保証人等） 

③分割返還希望者や返還期限の猶予希望者に対する個別返還指導を実施。 

④サービサーへの回収業務委託を実施。（効果的な対象要件を策定） 

⑤支払督促申立予告書の発送等、法的処理の実施 

※「返還者の状況」とは、 

住所状態、過去6ヶ月以内の入金の有無（分割返還の入金履行状況）、 

返還者との折衝の有無等である。 

 １０ 奨学金の返還回収の概要   

       

 

 

 

＜参考＞平成21年9月以前からの延滞債権に対する返還督促の方法について 

 平成21年9月以前から延滞状態にある者については、次のとおり返還者の状況（※）に応じた督促を実施する 

［サービサーを活用した督促架電］ 

〈主な架電先〉 

 不能１回目・・・本人 

 不能２回目・・・連帯保証人 

 不能３回目・・・本人（保証人 ※） 

  ※ 不能３回目においては、本人、連帯保証人へ 

 の督促ができない場合に保証人へ督促を行う。 

 ※ 個信登録同意者本人（未登録者）に対しての 

 個信の案内を行う。 

［サービサーを活用した回収委託］ 

〈主な回収委託の方法〉 

 ①本人、連帯保証人への督促 

 ②保証人に対する督促 

 ③住所調査（転居の有無の確認、架電による確認、機構への報告） 

 ④返還期限猶予の案内 

 ⑤分割返還指導 

 ⑥訪問による督促 

 ⑦個信登録同意者本人（未登録者）に対しての個信の案内 等 

 

［人的保証の延滞者に対する督促］ 

〈法的処理の実施〉 

 支払督促申立予告書を送付し、入金・応答のない者について支払督促 

申立を行う。 

 ※ ただし、分割返還中の者、返還期限の猶予申請中の者、住所調査中の 

   者等を除く。 

［機関保証の延滞者に対する督促］ 

〈代位弁済請求までの督促方法〉 

 ①延滞10月目の者に対して、催告書を送付する。 

 ②延滞11月目の者に対して、訪問実施調査を行う。 

 ③延滞12月に達した者に対して、期限の利益の剥奪を 

  行い、日本国際教育支援協会に対して代位弁済請求を行う。 

 ※ ただし、分割返還者及び猶予申請者に対しては、個別の返還指導を行う。  
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 １１ 法的処理    

       

 

 

 入金・応答のない場合

支払督促申立 予告

支 払 督 促 申 立

異 議 申 立

口 頭 弁 論

判 決 ・ 和 解

・延滞９ヶ月以上の者（９ヶ月以内に入金があった者を除く）
・発信者は本機構理事長と本機構顧問弁護士名の連名
・履行の期限を指定　履行されないときは裁判上の督促手続きをする旨警告
・配達証明付書留で発送

・督促手続費用賦課
・債務者の住所地を管轄する簡易裁判所

仮 執 行 宣 言 付
支 払 督 促 申 立

・支払督促送達後2週間を経過した後30日以内
・債務者が仮宣送達後2週間以内に異議申立をしないときは
　督促手続きは終了し支払督促は確定、判決と同一の効力
　を生じる。

強 制 執 行 予 告

・仮執行宣言付支払督促が確定した者
・判決が確定した者
・和解や調停が成立したもので返還不履行者

強 制 執 行 ・債権（給料）に対する執行
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            （平成23年1月導入） 

○経済的理由により返還困難となっている者のうち、当初の割賦金額を 

 減額すれば返還可能となる者について、一定の要件（収入金額325万 

 円以下など）を満たすことで、一定期間、当初割賦金額を２分の１に 

 減額し、返還期間を延長することにより、返還者の負担軽減とともに、 

 返還金の回収促進と延滞の抑制を図る。 

  

○在学猶予 

   大学、大学院等に在学中（外国の学校も含む）は、在学届等の提出に 
  よって返還期限を猶予される。 

○一般猶予 

   右表の事由に該当し返還が困難な場合は、願い出により返還期限を 
  猶予される。返還期限猶予の事由及び猶予の期間等は右表のとおりである。 
 

 

○死亡又は精神若しくは身体の障害による返還免除 

  ・奨学生が死亡又は心身の障害により、返還不能になったときは返還未済額の全部又は一部を願い出によって免除する。（無利子・有利子の 

   全奨学生対象）   

○特に優れた業績による返還免除 （平成16年4月以降の採用者より適用） 

  ・大学院において無利子貸与を受けた学生で、在学中に特に優れた業績を挙げた者として機構が認定したものには、貸与期間終了時において、
全部又は一部の返還を免除する。   

  ・大学院博士課程に進学し、奨学生として採用される段階で、返還免除者を内定できる制度を導入。（平成27年度） 

 

20年間

25年間

○通常返還
　（返還期限２０年の場合）

○減額返還制度適用
　（最長１０年間）

通常返還（２０年間：２４０回　返還：２万円/月）

通常返還
１５年間：１８０回
返還：２万円/月

減額期間
１０年間：１２０回
返還：１万円/月

通常返還の５年間相当

５年間 １５年間

１０年間
１５年間

○減額返還制度適用 
  （通算最長１０年間） 

 １２ 返還困難者への救済措置について 

猶予の事由 猶予の期間 

災害 ※1 その事由が続いている期間中、１年ご
とに願い出る。 

※1 災害は、原則として災害の発生か
ら５年以内に限る。 

病気中 

生活保護 

入学準備 ※2 その事由が続いている期間中、１年毎
に願い出る。通算して１０年が限度。 

※2 卒業後１年以内に限る。 
経済困難（年収300万円以
下、給与所得者以外は200
万円以下）・失業中等 

減額返還制度 

返還期限猶予制度 

返還免除制度 
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１ 延滞金の賦課率の引き下げ 

    平成26年4月以降に発生する延滞金の賦課率を10％から5％に引き下げ。  

 

２ 返還期限猶予制度の制限年数の延長 

    返還期限猶予制度の制限年数を、現行の5年から10年に延長。  

 

３ 返還期限猶予制度及び減額返還制度の基準の緩和 

  現在一律になっている経済困難を事由とする適用年収額を、 

  世帯の構成人員に応じた基準に緩和。  

 真に困窮している奨学金返還者に対する救済措置の充実 

５ 減額返還制度の申込みに係る提出書類の簡素化 

  平成26年3月以降、貸与終了者及び在学猶予終了者については、 

  初回返還時（最長1年以内）における申込時に限り、収入証明書等の証明書類の提出が不要。 

４ 延滞者への返還期限猶予の適用 

  延滞状況に陥っている者について、真に返還困難な場合に返還期限猶予制度を適用し、 

  延滞金支払の負担を軽減。 

 １３ 平成26年度返還制度に係る改正事項 
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